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当期間における我が国の経済環境は、個人消費、設備投資ともに持
ち直しの状況があり、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策
の効果もあって、景気は緩やかな回復基調が続いているとみられます。
一方で、中国をはじめアジア新興国等の経済の先行き、政策に関する
不確実性による影響、地政学的リスクの高まり、金融資本市場の変動
の影響に留意する状況となっております。
当社事業に関連する市場のうち、建設関連市場、電子機器市場、自
動車関連事業は堅調な動きとなっております。一方太陽エネルギー関
連市場は、2017年4月より改正FIT法の施行に伴う行政側の事業計画
認定審査の長期化の解消が進みましたが、当期間を通しては低調に推
移しました。また、アパレル市場も低調に推移しました。
このような環境の下、当社グループでは太陽エネルギー関連分野、
繊維関連分野では売上が減少しましたが、建設資材関連分野、樹脂関
連分野、電子部品関連分野では売上が増加した結果、全体としては売
上が増加しました。販売費及び一般管理費については、売上増加に応
じて対売上高比率で横ばいとなり、営業利益は増加しました。また、
為替差損益の影響で経常利益も増加し、親会社株主に帰属する四半期
純利益も増加しました。
この結果、当社グループにおける売上高は、41,967百万円（前年
同四半期3.9%増）、営業利益は675百万円（同16.2%増）、経常利益
は822百万円（同68.7％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は
578百万円（同13.2％増）となりました。
第129期から4か年の中期経営計画「サステナ2020」に沿って、
引き続き「省エネ」「省力化」「軽量化」に関わる市場に特化・集中し、
ソリューション営業と専門機能を高め、持続可能な社会への転換に積
極的に貢献していきたいと考えております。
なお、中間配当につきましては、今後の事業環境などを踏まえて慎
重に検討いたしました結果、見送らせていただくことといたしました。
何卒ご了承賜りますようお願い申し上げます。
今後とも、株主のみなさまをはじめ関係各位におかれましては、よ
り一層のご支援、ご協力を賜りますよう心よりお願い申し上げます。

株主のみなさまへ
株主のみなさまにおかれましては、
益々のご清祥のこととお慶び申し
上げます。
また平素は格別のご高配を賜り、
厚く御礼申し上げます。
ここに、第130期第2四半期連結累
計期間（2017年4月1日から2017
年9月30日まで）の事業概況およ
び決算につきましてご報告申し上
げます。

代表取締役社長

高島幸一

トップメッセージ
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セグメント別営業概況

建材
Construction Supply Division

産業資材

58.0%
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セグメント別
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Industrial Materials Supply Division

建設資材関連分野におきまして、需要の増加が前年度後
半期より継続しており、売上が大幅に増加しました。

一方太陽エネルギー関連分野は、改正FIT法の施行に伴う行
政側の事業計画認定審査の長期化の解消が進みましたが、
当期間を通しては市場が低調に推移したため、住宅用の売
上が減少し、産業用の売上増加により一部補ったものの、
全体としては売上が減少しました。その他の事業分野はほ
ぼ前年同四半期並みとなり、建材セグメント全体では売上
が増加しました。また工事受注に注力した結果、売上総利
益率も改善し、セグメント利益は大幅に増加しました。
　この結果、当セグメントの売上高は24,326百万円（前
年同四半期3.9%増）、セグメント利益は386百万円(同
670.3%増)となりました。

繊維関連分野では、アパレル市場の低迷により売上は減
少しました。また産業繊維関連分野も需要の低迷によ

り売上が減少しました。一方樹脂関連分野、電子部品関連分
野では自動車関連市場、電子機器市場の堅調な動きに連動し
た需要が拡大し売上が増加したことで、産業資材セグメント
全体では売上が増加しました。しかしながら、電子部品関連
分野での海外拠点の拡大、自社工場新設等の準備費用および
体制強化費用が発生したことなどにより、販売費及び一般管
理費が増加した結果、セグメント利益は大幅に減少しました。
　この結果、当セグメントの売上高は17,465百万円（前
年同四半期4.1%増）、セグメント利益は193百万円（同
57.2%減）となりました。

※賃貸不動産	0.4%

※
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業績ハイライト

当期間において、当社グループの売上は、建材・産
業資材の両セグメントともに全体として増加しました。
販売費及び一般管理費は対売上高比率で横ばいでした
が、為替安定により差損が発生しなかったため、経常
利益は大幅増となりました。

この結果、当社グループの当期間における売上高は、
41,967百万円（前年同四半期3.9%増）、営業利益は
675百万円（同16.2%増）、経常利益は822百万円（同
68.7%増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は578
百万円（同13.2%増）となりました。

連結損益計算書（要旨）	 （単位：百万円）

科目
前第2四半期(A)
2016年4月1日から
2016年9月30日まで

当第2四半期(B)
2017年4月1日から
2017年9月30日まで

増減(B)-(A) 増減率

売上高 40,374 41,967 1,593 3.9%
売上原価 36,673 38,066 1,393 3.8%
売上総利益 3,700 3,901 201 5.4%
販売費及び一般管理費 3,118 3,225 107 3.4%
営業利益 581 675 94 16.2%
	 営業外収益 96 167 71 74.0%
	 営業外費用 190 20 △170 △89.5%
経常利益 487 822 335 68.7%
	 特別利益 258 — △258 △100.0%
	 特別損失 — — — —
税金等調整前四半期純利益 746 822 76 10.2%
法人税等 234 244 10 4.3%
四半期純利益 511 578 67 13.2%
親会社株主に帰属する四半期純利益 511 578 67 13.2%

年間配当金
 （円）

1株当たり当期純利益
 （円）

128期
2016年3月期

126期
2014年3月期

127期
2015年3月期

129期
2017年3月期

5.0
6.0

7.07.07.07.0

通期 第２四半期

26.05
30.27

24.85

126期
2014年3月期

127期
2015年3月期

128期
2016年3月期

129期
2017年3月期

12.1412.14
14.7714.77

9.809.80

29.2029.20

11.3311.33

130期
2018年3月期

26.68
（予想）
26.68
（予想）

12.8712.87

130期
2018年3月期
（予想）

7.0
（予想）

7.0
（予想）

（注）	株式併合考慮前の配当予想となります。2017年8月10日に公表しました株式併合後
の配当予想は、70円となります。

（注）	株式併合考慮前の数値となります。
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iTak (International) Limitedグループの事業戦略

電子部品事業を担うiTak	(International)	Limitedは、2018年に控える設立25周年を前に、積極
的な国際展開を図っています。5月のベトナム現地法人設立に引き続き、11月にはマレーシアに現
地法人を設立し、日系大手電機メーカーの事業展開をバックアップする体制を整えつつあります。
その模様を、ここでご紹介します。

今年11月にiTak	International	(Malaysia)	Sdn.	Bhd.
を設立しました。それに伴い、自社製品販売を中核に
して、代理店ビジネスやIP（国際調達代行）にも力を
入れ、現地顧客の利便性向上を図ります。加えて、マレー
シアにあるグローバル企業に対しての営業活動を2018
年より本格的に開始いたします。

今年5月に設立したベトナム現地法人では、2018年第
1四半期からのモノクロLCDの本格生産を予定してい
ます。自社ブランドのLCDは、ベトナム国内のみならず、
ASEAN地域に展開する日系メーカーへの供給を予定し
ています。

　その他、上海・深圳・タイの既存拠点とのネットワー
クを活かした事業戦略、他地域への展開や、香港本
社の管理部門体制強化を図り、今中計最終年度には
2015年度比約1.5倍の売上を目指します。

お てど く ト様 、 ポに い る客 も サこ に すが 近 ーい て 面 展 開 で

TOPIC

Malaysia
マレーシア

Vietnam
ベトナム

マレーシア

ベトナム



事業所 連結子会社・関連会社

本社	 〒101-8118	東京都千代田区神田駿河台2-2	
	 TEL：	03-5217-7600　FAX：	03-5217-7601

大阪支店	 〒530-0005	大阪市北区中之島2-3-33	
	 TEL：	06-6121-6002　FAX：	06-6121-6028

名古屋支店	 〒460-0003	名古屋市中区錦3-6-34	
	 TEL：	052-955-6801　FAX：	052-955-6802

北海道営業所	 〒060-0003	札幌市中央区北三条西3-1-44	
	 TEL：	011-241-2456　FAX：	011-231-3767

東北営業所	 〒980-0803	仙台市青葉区国分町3-4-33	
	 TEL：	022-222-1115　FAX：	022-222-1116

中国営業所	 〒730-0035	広島市中区本通6-11	
	 TEL：	082-249-9311　FAX：	082-249-0439

九州営業所	 〒810-0001	福岡市中央区天神4-1-7	
	 TEL：	092-781-4261　FAX：	092-715-0414

四国営業所	 〒760-0056	高松市中新町11-1	
	 TEL：	087-863-1661　FAX：	087-863-1660

上海事務所	 Senben	building2th,	RM210,	No567,	
（中国）	 Tianyaoqiao	road,	Shanghai,	CHINA	
	 TEL:	86-21-2287-6757

国内
ハイランドテクノ株式会社 縫製加工製品の開発・製造・販売
高島ホームサービス株式会社 別荘地の管理
アイタック株式会社 電子部品と電子機器の販売
Tメディカルパッケージ株式会社 産業・医療用物流資材の販売

シーエルエス株式会社 人工皮革・合成皮革等の
各種資材、製品の販売

小野産業株式会社 プラスチック成形品の製造･販売
※株式会社動力 太陽光発電システム等の販売・施工

海外
TAKASHIMA	(U.S.A.),	INC. 樹脂原料、衣料品他の販売
iTak	(International)	Limited 電子部品、電子機器他の販売
	iTak	International	(Thailand)	
Limited 電子部品、電子機器他の製造・販売

iTak	International	(Shanghai)	
Limited 電子部品、電子機器他の販売

iTak	International	
(Shenzhen)	Limited

電子部品、電子機器他の販売
電子部品開発支援・生産技術・
品質管理サポート

iTak	International	
(Vietnam)	Co.,	Ltd. 電子部品、電子機器他の製造・販売

※TAKASHIMA	MITSUGI	PF	
　(THAILAND)	CO.,	LTD. 物流資材の加工・販売

名古屋支店

東北営業所

TAKASHIMA	MITSUGI	PF	(THAILAND)	CO.,	LTD.

iTak	International	(Shenzhen)	Limited

iTak	(International)	Limited

iTak	International	(Shanghai)	Limited
TAKASHIMA	(U.S.A.),	INC.北海道営業所

本社

四国営業所

中国営業所

九州営業所

大阪支店

上海事務所

※は関連会社

高島グループネットワーク （2017年9月30日現在）

iTak	International	(Vietnam)	Co.,	Ltd.

iTak	International	(Thailand)	Limited	
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株式状況

大株主の状況	（上位10名）

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

高島取引先持株会 4,204 9.31
みずほ信託銀行株式会社	退職給付信託	みずほ銀行口
再信託受託者	資産管理サービス信託銀行株式会社 2,138 4.73

東京海上日動火災保険株式会社 2,061 4.56
株式会社三井住友銀行 1,818 4.03
三井住友信託銀行株式会社 1,762 3.90
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,022 2.26
株式会社クラレ 1,006 2.23
日本マスタートラスト銀行株式会社（信託口） 948 2.10
株式会社原田不動産商事 840 1.86
旭化成建材株式会社 815 1.80
（注）	 1.		千株未満の端数は切り捨てて表示しております。
	 2.		持株比率は、自己株式控除後の発行済株式の総数により算出しており、小数点第３位

を切り捨てて表示しております。

※併合前

（注）	 株主数・株式数ともに自己株式を「個人・その他」に含めて表示しております。

金融機関	0.61％

金融機関	29.36％

証券会社	0.53％
その他国内法人	3.20％
外国人	1.36％

所有者別株主数の分布状況

所有者別株式数の分布状況

個人・その他	94.30％

個人・その他	46.32％

証券会社	3.28％
その他国内法人	15.29％

外国人	5.75％

発行済株式の総数
45,645,733株

株主数
4,936名

会社データ （2017年9月30日現在）
会社概要

商号	 高島株式会社
代表者	 代表取締役社長　高島幸一
資本金	 38億127万円
本社所在地	 〒101-8118	東京都千代田区神田駿河台二丁目2番地	
	 TEL：	03-5217-7600　FAX：	03-5217-7601
創業	 1915年（大正4年）10月1日
設立	 1931年（昭和6年）12月1日
決算期日	 3月31日
従業員数	 232名
資格	 ⃝	宅地建物取引業者	
	 	 東京都知事	 （1）第98508号
	 ⃝	建設業許可	
	 	 国土交通大臣許可	（特-24）第1635号
	 ⃝	一級建築士事務所	
	 	 東京都知事登録	 第36124号	
	 	 大阪府知事登録	 （チ）第7832号	
	 	 愛知県知事登録	 （い-25）第7741号
	 ⃝	ISO14001認証取得	
	 	 国内全事業所	 	JQA-EM3690
ホームページ	 http://www.tak.co.jp/

役員 	（2017年9月30日現在）

代表取締役社長　社長執行役員
取 締 役 	 常 務 執 行 役 員
取 締 役 	 常 務 執 行 役 員
取締役 	 グループ執行役員
社外取締役（監査等委員）
社外取締役（監査等委員）
社外取締役（監査等委員）
社外取締役（監査等委員）
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員

高　島　幸　一
高　垣　康　孝
大　畑　恭　宏
後　藤　俊　夫
弓　削　道　雄
川　添　　　丈
井　上　　　健
桃　崎　有　治
宮　本　　　努
山　本　　　明
鈴　木　隆　博

発行可能株式総数※	 140,000,000株
発行済株式の総数※	 45,162,779株

（自己株式482,954株を除く）	

当期末株主数	 	 	 4,936名
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株主のみなさまへ
第130期 中間報告書
2017年4月1日̶2017年9月30日
証券コード：8007

SOLUTION
サステナ2020

軽 量 化

省 エ ネ

省 力 化

事業年度	 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会	 毎年6月下旬

基準日	 定時株主総会・期末配当　毎年3月31日	
第2四半期末配当	　	 毎年9月30日	
その他必要あるときは、あらかじめ公告して基準日を定めます。

株主名簿管理人および特別口座の口座管理機関	
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号	
三井住友信託銀行株式会社

郵便物送付先（電話照会先）	
〒168-0063	
東京都杉並区和泉二丁目8番4号	
三井住友信託銀行株式会社	
証券代行部	
TEL：	0120-782-031（フリーダイヤル）	
取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の本店および全国各支店
で行っております。

一単元の株式の数	 100株（2017年10月1日より）

株主メモ 当社ホームページのご紹介

（お知らせ）
　住所変更・単元未満株式の買取請求等につきましては、株主様の口座のある証券会社
にお申出ください。
　なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様の住所変更・単元
未満株式の買取請求等、および全ての株主様の未払配当金のお支払いについてのお申
出先は、上記三井住友信託銀行株式会社のフリーダイヤルまたはホームページをご利
用ください。
　配当金お支払いの際に送付しております「配当金計算書」は、租税特別措置法の規定に基づき
作成する「支払通知書」を兼ねておりますので、確定申告を行う際の添付資料としてご使用いた
だくことができます。確定申告をされる株主様は、大切に保管ください。ただし、株式数比例配
分方式をご選択いただいている株主様につきましては、源泉徴収税額の計算は証券会社等にて行
われますので、確定申告を行う際の添付資料としてご使用いただける支払通知書につきまして
は、お取引の証券会社等へご確認くださいますようお願いいたします。

環境に配慮した「植物油インキ」
を使用しています。

見やすく読みまちがえにくいユニバーサル
デザインフォントを採用しています。

http://www.tak.co.jp
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